
株主のみなさまへ

自  2022年4月1日  至  2023年3月31日

第99期　報告書

010_9083701302306.indd   1010_9083701302306.indd   1 2023/06/13   14:14:112023/06/13   14:14:11



当期の概況と業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス
感染症の影響が続きましたが、行動制限が徐々に緩和され経済
社会活動が正常化に向かう中で、個人消費、民間設備投資には
持ち直しの動きもみられました。一方で、ウクライナ情勢の長
期化、円安の影響、資源・原材料価格の上昇とこれに伴う物価
上昇、また、海外景気の下振れにより輸出等一部に弱さも見ら
れ、景気は先行き不透明な状況が続きました。
　このような事業環境の下、当社グループは、受注の確保及び
コスト改善への取り組みを通じて、営業利益の確保に努めると
ともに、引き続き次世代成長分野事案の推進、企業体質の強化
等への取り組みを推進し、業績向上に努めてまいりました。ま
た、脱炭素化等の社会課題を踏まえて一昨年策定・公表した

「三菱化工機グループ2050経営ビジョン」の達成に向けた第一
歩として、①新たな事業ポートフォリオの確立及び②経営基盤
の確立を骨子とし当連結会計年度を初年度とする新たな中期経
営計画（2022年度～2024年度）を策定・公表し、計画の達
成に向けて活動を開始しました。中期経営計画の当社グループ
内への一層の理解・浸透を図るため取締役社長自ら従業員と対
話するタウンホールミーテングを実施するとともに、新たな事
業ポートフォリオの確立を進めるため、事業の垣根を超えた全
社目線の価値観の醸成を目的とした組織変更、新たな事業領域
の取り組みに向けた協業・出資、カーボンニュートラルに関連
した案件への取り組み強化や出資、今後の事業推進に向けた施
設・設備の刷新等を行いました。
　当連結会計年度の受注高は、エンジニアリング及び単体機械
の両事業で増加し、531億94百万円（前年度比13.7％増）と
なりました。
　売上高は、445億90百万円（前年度比1.9％減）となりました。

　損益面では、人件費や見積設計費の増加等による販売費及び
一般管理費の増加等により、営業利益は25億21百万円（前年
度は27億70百万円）となり、為替差益が減少したこと等によ
り、経常利益は28億59百万円（同32億30百万円）となりまし
た。また、減損損失、固定資産撤去費用及び投資有価証券売却
損を特別損失に計上いたしましたが、投資有価証券売却益を特
別利益に計上し、親会社株主に帰属する当期純利益は30億43
百万円（同25億47百万円）となりました。
　また、当社単体では、受注高は、446億62百万円（前年度比
22.9％増）、売上高は、359億38百万円（同5.0％増）、営業利
益は30億95百万円（前年度は22億54百万円）、経常利益は36
億31百万円（同28億円）となり、当期純利益は40億33百万円

（同23億23百万円）となりました。
　なお、当期の期末配当金につきましては、上記の業績、今後
の事業環境及び財務体質等を勘案し、前期に比べ１株につき
10円増配し、80円とさせていただきました。

対処すべき課題

　今後のわが国経済の見通しにつきましては、新型コロナウイ
ルス感染症に伴う経済社会活動への制限が緩和され、景気が持
ち直していくことが期待されますが、世界的な金融引締め等が
続く中、海外経済の減速懸念による景気下押しリスク、また、
物価上昇、供給面での制約等もあり、景気の先行きは予断を許
さない状況が続くものと見込まれます。
　このような状況の下、当社グループは、引き続き事業環境に
細心の注意を払い、営業利益の確保に向けて、重要案件の必注
による受注の確保及びコスト改善に努めるとともに、納期管理
及び品質管理をさらに強化・徹底してまいります。あわせて、
業務効率化、間接コストの改善、財務体質の強化等による企業

株主のみなさまには、平素より格別のご高配を賜り

厚く御礼申し上げます。

ここに第99期（2022年4月1日から2023年3月31日まで）の

報告書をお届けするにあたり、一言ご挨拶申し上げます。
取締役社長
田中　利一
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体質の強化施策を継続してまいります。
　中期経営計画は、「経営ビジョン実現に向け、戦略的投資を
増大し新規事業創出の足固めを行い、進化と変革への第一歩と
する」を方針としております。当社は、化石燃料由来の市場に
依存している事業構造からの企業変革に向け、新規事業領域へ
の経営資源創出のため、既存事業の選択と集中を進め、新たな
獲得事業や既存事業の深化へ経営資源をシフトすることにより
新たな事業ポートフォリオを確立してまいります。また、戦略
的事業領域に対応するモノづくり戦略の確立、収益力向上に向
けて当社グループ全体の経営リソースをダイナミックに活用す
るグループ経営の推進、TCFD提言に沿った取り組みや資本効
率を高める施策の実行による企業価値向上等に注力し、経営基
盤を確立してまいります。以上により、市場の変化に即応し、
営業力、技術力及び収益力の強化を図り、営業利益を確保する
とともに、戦略的投資を積極的に実施することにより、脱炭
素・循環型社会に向けて、経営ビジョンの達成に努めてまいり
ます。
　2023年度は中期経営計画の２年目にあたり、成長分野、戦
略的事業領域における具体的な取り組みをさらに促進すること
が不可欠であります。中でも水素を核としたクリーンエネルギ
ー事業とリサイクルを中心とする循環型社会推進事業を一体と
なって推し進めるため、従来の環境事業本部と水素・エネルギ
ープロジェクトセンターを統合し、環境・水素・エネルギー統
括本部を本年４月に立ち上げました。同本部と昨年設置した技
術開発・生産統括本部が連携し、全社横断的な活動を通じて、

新たな事業領域、戦略的事業領域での社会貢献価値の創出に努
めてまいります。また、中期経営計画における経営基盤の確立
に向けた「モノづくり戦略の確立」の一環としての川崎製作所
の建替事業のより具体的な検討を進めてまいります。
　併せて、人事施策につきましては多様性の観点を基本とし、
適材適所の配置を行うことで、すべての従業員が能力を発揮し
活躍できる環境を整備するとともに、当社の持続的成長のため
の事業環境の変化に対応できる先見性・リーダーシップ・変革
意識を備えた人材の採用・育成を通じて、経営人材・専門人材
のプールを構築し、当社グループ横断での人材開発・活用を推
進してまいります。
　以上のとおり、中期経営計画に基づいた事業活動を通じて、
低炭素・循環型社会に貢献するモノづくりとエンジニアリング
を行う企業集団として、ESGの観点から事業活動を行っていく
ことにより、SDGsの目標達成に貢献するとともに、持続的な
企業価値の向上を目指してまいります。また、安全の確保に一
層注力してまいりますとともに、社会的により信頼される企業
集団を目指して、引き続き法令遵守の徹底と、会社法及び金融
商品取引法に対応した内部統制システムの適切な運用に努め、
コーポレート・ガバナンスにつきましても一層の充実を図って
まいります。
　株主のみなさまにおかれましては、今後とも、なお一層のご
支援を賜りますようお願い申し上げます。
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　エンジニアリング事業では、顧客ニーズの掘り起こ
しを図り、民間向け各種プラント・装置及び官公庁向
け下水処理装置の受注確保に努めてまいりました。ま
た、経営ビジョンで掲げた4つの戦略的事業領域から、
循環型社会推進事業、クリーンエネルギー事業に関連
する分野並びにバイオガス関連の技術の拡充・強化の
ための各種研究開発及び実証試験、並びに海外プラン
ト案件の開拓に取り組んでまいりました。
　受注高は、期待していた海外プラント案件の延期や
逸注があり、また、官公庁向け下水処理装置も前年度
を下回りましたが、国内の民間向け各種プラント、水
素製造装置等の成約を重ねることができ、383億43

廃プラスチックのガス化及び� �
メタノール化実証事業を開始
本事業では、環境保護等の観点から嘱望されている
プラスチックリサイクル方法の確立を目指し、廃プ
ラスチックをガス化処理することで得られる合成ガ
スからメタノールを製造する資源循環システムの構
築を目的とします。当社は、廃プラガス化炉実証プ
ラントから得られるガスをメタノール合成に適した
合成ガスに改質する設備開発を担当しています。

「汚泥熱可溶化装置」第１号機が完成

この度、唐津市浄水センター向けに「汚泥熱可溶化装置」第1号機が完成しました。汚
泥熱可溶化装置は、排出汚泥減容化による汚泥処分費の削減とバイオガス増収による
CO2削減に大きく寄与する装置です。当社は、汚泥資源化による地産地消と持続可能な
循環型社会の構築に貢献してまいります。

エンジニアリング事業部門

百万円（前年度は332億34百万円）と前年度を15.4％
上回りました。
　売上高は、312億47百万円（前年度は332億12百万円）
と前年度を5.9％下回りました。

●主要な製品・装置
都市ガス・石油関連プラント、各種化学工業用プラント、
水素製造装置、下水処理装置、産業排水処理装置、各
種水処理装置等

メタノール合成用ガス改質試験設備 汚泥熱可溶化装置フロー図 熱可溶化装置

バイオガス放流水
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事業部門別の状況
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　単体機械事業では、主力製品である三菱油清浄機の
拡販と各種単体機械の提案型の営業活動を展開し、受
注確保に努めるとともに、原材料費上昇への対応にも
取り組んでまいりました。また、成長分野として位置
付けている船舶環境規制対応機器等の製品開発と市場
投入を引き続き推進いたしました。
　受注高は、三菱油清浄機及びそのアフターサービス
部品並びに船舶環境規制対応機器が前年度を上回る成
約を得ることができ、また、各種単体機械も堅調に推
移しましたため、148億50百万円（前年度は135億49

単体機械事業部門

百万円）と前年度を9.6％上回りました。
　売上高は、133億42百万円（前年度は122億25百万円）
と前年度を9.1％上回りました。

●主要な製品・装置
油清浄機、船舶環境規制対応機器、各種分離機・沪過機、
海水取水用除塵設備、撹拌機等

舶用バイオディーゼル燃料　検証試験への協力
当社は国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研
究所（海技研）が実施したバイオディーゼル燃料の検証試験への協力を行
いました。
船舶用油清浄機を使用した試験協力及び試験後の検証を行い、舶用バイ
オディーゼル燃料使用時の技術的な課題の調査を実施しました。
船舶用油清浄機で長年培った技術と経験を活かし、海技研が実施した検
証試験への協力を通じて、船舶の安全運航と脱炭素社会の両立を目指し
て取り組んでまいります。
なお、試験結果は、国土交通省が発行しました「船舶におけるバイオ燃料
取り扱いガイドライン」に記載されております。

左上：ろ過機「CURUPOⓇ」（クルポ）右：連続棚段乾燥機「プレートドライヤ」

連続生産設備「iFactory®」の開発、竣工、実証運転開始
NEDO（*）の戦略省エネプログラムにおける連続生産方式を採用した
モジュール型の医薬品製造設備「iFactory®」の開発のうち、当社は「連
続ろ過機」、「連続乾燥機」を担当しています。
開発5年目の2023年2月、株式会社高砂ケミカル掛川工場iFactoryにお
いて、竣工式が滞りなく行われました。4月25日にはiFactoryを構成す
る全モジュールを用いて連続生産試験を行い、目的とする化学品を生産
することに成功しました。引き続き、実証試験を行い、今年度開発終了
予定です。当社は「iFactory®」の普及により、省人化、生産性の向上
とCO2排出量の大幅な削減を目指します。
*NEDOは国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の略称。

4

010_9083701302306.indd   4010_9083701302306.indd   4 2023/06/13   14:14:232023/06/13   14:14:23



科　目 当　期
2023年3月31日現在

前　期
2022年3月31日現在

資産の部
流動資産 39,029 35,301

現金及び預金 13,115 11,227
受取手形 550 2,735
電子記録債権 1,554 1,102
売掛金 12,304 11,537
契約資産 6,047 3,768
製品 709 770
仕掛品 1,959 1,791
材料及び貯蔵品 1,045 757
その他 1,749 1,614
貸倒引当金 △6 △5

固定資産 13,870 15,219
有形固定資産 4,964 4,969

建物及び構築物（純額） 2,457 2,560
機械装置及び運搬具（純額） 541 570
土地 1,182 1,426
その他（純額） 783 412

無形固定資産 345 421
投資その他の資産 8,559 9,827

投資有価証券 6,535 8,372
繰延税金資産 730 1,026
退職給付に係る資産 897 —
その他 421 453
貸倒引当金 △24 △24

資産合計 52,899 50,521

科　目 当　期
2023年3月31日現在

前　期
2022年3月31日現在

負債の部
流動負債 15,627 15,451

支払手形及び買掛金 5,912 5,607
電子記録債務 3,492 3,723
1年内返済予定長期借入金 500 1,000
未払法人税等 1,071 661
契約負債 1,074 1,066
賞与引当金 881 865
役員賞与引当金 18 14
工事補償引当金 1,405 1,140
受注工事損失引当金 148 132
その他 1,123 1,239

固定負債 6,946 7,762
長期借入金 2,800 2,300
役員報酬BIP信託引当金 62 89
退職給付に係る負債 3,760 5,030
その他 323 342

負債合計 22,574 23,213
純資産の部
株主資本 27,185 24,666
資本金 3,956 3,956
資本剰余金 4,203 4,203
利益剰余金 19,565 17,059
自己株式 540 553
その他の包括利益累計額 3,139 2,640
その他有価証券評価差額金 2,902 3,847
繰延ヘッジ損益 24 7
為替換算調整勘定 251 293
退職給付に係る調整累計額 464 921

純資産合計 30,325 27,307
負債及び純資産合計 52,899 50,521

①�総資産は、前期末に比べ2,378百万円増加の52,899百万円となりました。これは、受取手形の減少2,185百万円、政策保有株式を売却したこと等による投資有価証券の減少1,837百万
円等がありましたが、現金及び預金の増加1,887百万円、電子記録債権の増加451百万円、売掛金の増加766百万円、契約資産の増加2,278百万円、仕掛品の増加168百万円、退職給付
に係る資産の増加897百万円等の影響によるものであります。

②�負債は、前期末に比べ639百万円減少の22,574百万円となりました。これは、支払手形及び買掛金の増加305百万円、未払法人税等の増加409百万円等がありましたが、電子記録債務
の減少231百万円、退職給付に係る負債の減少1,269百万円等の影響によるものであります。

③�純資産は、前期末に比べ3,017百万円増加の30,325百万円となりました。これは、政策保有株式を売却したこと等によるその他有価証券評価差額金の減少944百万円等がありましたが、
親会社株主に帰属する当期純利益の計上等による利益剰余金の増加2,505百万円、退職給付に係る調整累計額の増加1,385百万円等の影響によるものであります。

連結貸借対照表 （単位：百万円）
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科　目
当　期

2022年  4月  1日から
2023年  3月31日まで

前　期
2021年  4月  1日から
2022年  3月31日まで

売上高 44,590 45,438
売上原価 35,915 37,123
売上総利益 8,674 8,315
販売費及び一般管理費 6,153 5,545
営業利益 2,521 2,770
営業外収益 484 616

受取利息及び配当金 360 268
雑収益 123 348

営業外費用 146 157
支払利息 30 31
雑損失 115 126

経常利益 2,859 3,230
特別利益 1,906 437

投資有価証券売却益 1,906 437
特別損失 403 121

減損損失 263 92
固定資産撤去費用 126 28
投資有価証券売却損 12 —

税金等調整前当期純利益 4,363 3,545
法人税、住民税及び事業税 1,227 915
法人税等調整額 92 152

当期純利益 3,043 2,476
非支配株主に帰属する当期純損失（△） — △70

親会社株主に帰属する当期純利益 3,043 2,547

科　目
当　期

2022年  4月  1日から
2023年  3月31日まで

前　期
2021年  4月  1日から
2022年  3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 996 5,123
投資活動によるキャッシュ・フロー 1,346 558
財務活動によるキャッシュ・フロー 533 512
現金及び現金同等物に係る換算差額 79 127
現金及び現金同等物の増減額 1,887 4,179
現金及び現金同等物の期首残高 11,226 7,046
現金及び現金同等物の期末残高 13,114 11,226

キャッシュ・フローの状況
当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、次のとおりであ
ります。
①営業活動によるキャッシュ・フロー
　�営業活動により獲得した資金は、996百万円となりました。これは、投資有価証券

売却損益の計上1,894百万円、売上債権の増加1,227百万円、法人税等の支払856
百万円等がありましたが、税金等調整前当期純利益の計上4,363百万円、減価償却費
の計上643百万円等の影響によるものであります。

②�投資活動によるキャッシュ・フロー
　�投資活動により獲得した資金は、1,346百万円となりました。これは、固定資産の取得

による支出914百万円、投資有価証券の取得による支出448百万円等がありましたが、
主として投資有価証券の売却による収入2,809百万円の影響によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー
　�財務活動に使用した資金は、533百万円となりました。これは、配当金の支払額537

百万円等に資金を使用したことによるものであります。
　�以上及び現金及び現金同等物に係る換算差額により、現金及び現金同等物の期末残

高は、13,114百万円となりました。

連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）

株　　主　　資　　本 その他の包括利益累計額 純 資 産 
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 3,956 4,203 17,059 △553 24,666 3,847 7 △293 △921  2,640 27,307
当期変動額

剰余金の配当 △537 △537 — △537
親会社株主に帰属する当期純利益 3,043 3,043 — 3,043
自己株式の取得 △53 △53 — △53
自己株式の処分 0 66 66 — 66
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） — △944 16 41 1,385 499 499

当期変動額合計 — 0 2,505 12 2,518 △944 16 41 1,385 499 3,017
当期末残高 3,956 4,203 19,565 △540 27,185 2,902 24 △251 464 3,139 30,325

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

連結株主資本等変動計算書 （2022年4月1日から2023年3月31日まで） （単位：百万円）

（単位：百万円）

6
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科　目 当　期
2023年3月31日現在

前　期
2022年3月31日現在

資産の部
流動資産 33,370 28,052

現金及び預金 11,833 9,961
受取手形 534 548
電子記録債権 1,327 978
売掛金 9,911 9,312
契約資産 4,839 2,728
製品 709 770
仕掛品 1,666 1,236
材料及び貯蔵品 893 630
前渡金 242 284
前払費用 114 85
関係会社短期貸付金 782 864
その他 926 913
貸倒引当金 △412 △264

固定資産 13,876 14,752
有形固定資産 5,059 4,772

建物 2,080 2,179
構築物 291 287
機械及び設備 508 530
車両及び運搬具 2 2
工具及び器具備品 237 218
土地 1,426 1,426
リース資産 8 14
建設仮勘定 505 114

無形固定資産 184 251
投資その他の資産 8,633 9,727

投資有価証券 6,230 7,795
関係会社株式 517 517
関係会社出資金 159 159
長期貸付金 4 6
関係会社長期貸付金 10 13
前払年金費用 591 327
繰延税金資産 758 518
その他 378 408
貸倒引当金 △18 △18

資産合計 47,246 42,804

科　目 当　期
2023年3月31日現在

前　期
2022年3月31日現在

負債の部
流動負債 12,884 11,569

支払手形 154 145
電子記録債務 2,708 1,930
買掛金 4,625 4,187
1年内返済予定長期借入金 500 1,000
未払金 552 671
未払費用 222 246
未払法人税等 953 425
契約負債 1,068 996
賞与引当金 713 677
役員賞与引当金 14 —
工事補償引当金 1,005 1,061
受注工事損失引当金 86 61
その他 279 164

固定負債 6,945 6,543
長期借入金 2,800 2,300
役員報酬BIP信託引当金 62 89
退職給付引当金 3,775 3,831
資産除去債務 300 310
その他 6 12

負債合計 19,829 18,112
純資産の部
株主資本 24,538 21,030
資本金 3,956 3,956
資本剰余金 4,206 4,206

資本準備金 4,202 4,202
その他資本剰余金 3 3

利益剰余金 16,915 13,420
利益準備金 840 840
その他利益剰余金 16,075 12,579

研究開発基金 500 500
別途積立金 2,049 2,049
繰越利益剰余金 13,525 10,030

自己株式 540 553
評価・換算差額等 2,878 3,661
その他有価証券評価差額金 2,854 3,653
繰延ヘッジ損益 24 7

純資産合計 27,417 24,692
負債及び純資産合計 47,246 42,804

単体貸借対照表 （単位：百万円）

7
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科　目
当　期

2022年  4月  1日から
2023年  3月31日まで

前　期
2021年  4月  1日から
2022年  3月31日まで

売上高 35,938 34,211
売上原価 28,060 27,692
売上総利益 7,878 6,519
販売費及び一般管理費 4,783 4,264
営業利益 3,095 2,254
営業外収益 801 955

受取利息及び配当金 699 620
雑収益 101 335

営業外費用 265 409
支払利息 30 31
貸倒引当金繰入額 130 260
雑損失 104 118

経常利益 3,631 2,800
特別利益 1,657 437

投資有価証券売却益 1,657 437
特別損失 139 121

固定資産撤去費用 126 28
投資有価証券売却損 12 —
減損損失 — 92

税引前当期純利益 5,149 3,116
法人税、住民税及び事業税 1,011 609
法人税等調整額 104 182

当期純利益 4,033 2,323

単体損益計算書

単体株主資本等変動計算書 （2022年4月1日から2023年3月31日まで）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産
合 計資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自己株式 株主資本 

合 計
そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金

繰延ヘッジ 
損 益

評価・換算
差額等合計資 本 

準 備 金
そ の 他 
資本剰余金

資本剰余金 
合 計

利 益 
準 備 金

その他利益剰余金 利益剰余金 
合 計研究開発

基 金 別途積立金 繰越利益
剰 余 金

当期首残高 3,956 4,202 3 4,206 840 500 2,049 10,030 13,420 △553 21,030 3,653 7 3,661 24,692
当期変動額

剰余金の配当 — △537 △537 △537 △537
当期純利益 — 4,033 4,033 4,033 4,033
自己株式の取得 — — △53 △53 △53 
自己株式の処分 0 0 — 66 66 66
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） — — — △799 16 △782 △782

当期変動額合計 — — 0 0 — — — 3,495 3,495 12 3,507 △799 16 △782 2,725
当期末残高 3,956 4,202 3 4,206 840 500 2,049 13,525 16,915 △540 24,538 2,854 24 2,878 27,417

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

8
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●所有者別分布状況

個人・その他
4,059千株（51.29％）

金融機関
2,050千株（25.91％）

その他の法人
945千株（11.94％）

外国法人等
651千株（8.23％）

金融商品取引業者
207千株（2.63％）

●所有株数別分布状況

1,000単元以上
2,103千株（26.58％）

100単元以上
1,017千株（12.85％）

50単元以上
383千株（4.84％）

10単元以上
1,298千株（16.41％）

5単元以上
574千株（7.26％）

1単元以上
1,168千株（14.76％）

1単元未満
13千株（0.17％）

5,000単元以上
785千株（9.93％）

500単元以上
569千株（7.20％）

商 号 三菱化工機株式会社
Mitsubishi Kakoki Kaisha, Ltd.

本 　 　 　 社 〒210-8560
川崎市川崎区大川町2番1号
TEL 044-333-5354

創 立 年 月 日 1935年（昭和10年）5月1日
設 立 年 月 日 1949年（昭和24年）9月1日
資 　 本 　 金 39億5,697万5千円

会社概要 株式の状況

役　員（2023年6月29日現在）

従業員の状況

取締役
※ 取締役社長 田 中 利 一
※ 常務取締役 齋 藤 雅 彦

取 締 役 林 　 宏 一
取 締 役 矢 島 史 朗
取 締 役 楠 　 正 顕
取 締 役 神 吉 　 博
取 締 役 
監査等委員（常勤） 林 　 安 秀
取 締 役 
監査等委員（常勤） 山 口 和 也
取 締 役 
監査等委員 吉 川 知 宏
取 締 役 
監査等委員 亀 井 純 子

執行役員
執行役員 正 木 惠 之
執行役員 酒 見 伸 一
執行役員 中 島 里 樹
執行役員 井 上 　 隆
執行役員 三 澤 正 治
執行役員 永 根 光 治

（注）1. ※は、代表取締役を示しております。
	 2. �取締役のうち、楠　正顕、神吉　博、林　安秀、吉川知宏、亀井純子の各氏は、

社外取締役であります。

企業集団の従業員の状況

当社の従業員の状況

事業部門 従業員数 前 連 結 会 計 
年度末比増減

エンジニアリング事業 495名 16名増
単体機械事業 295名 8名減
全社（共通） 154名 17名増
合計 944名 25名増

（注）�全社（共通）として記載されている従業員数は、エンジニアリング事業及び単体
機械事業に区分できない管理部門に所属しているものであります。

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 785 10.23
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 416 5.42
三 菱 化 工 機 取 引 先 持 株 会 317 4.13
三 菱 重 工 業 株 式 会 社 312 4.07
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 228 2.97
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 222 2.90
三 菱 化 工 機 従 業 員 持 株 会 149 1.94
株 式 会 社 横 浜 銀 行 125 1.63
東京海上日動火災保険株式会社 102 1.34
西 華 産 業 株 式 会 社 90 1.17

（注）1. �当社は、自己株式を228,894株保有しておりますが、上記大株主からは除外し
ております。

	 2. �持株比率は上記自己株式を控除して計算しております。なお、上記自己株式に
は「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式（68,634株）は含めておりません。

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
537名 8名増 43.5歳 15.9年

（注）出向者、休職者及び嘱託　合計101名は含みません。

●発行可能株式総数	 16,000,000株
●発行済株式の総数	 7,913,950株
●株主数	 10,495名（前期末比84名増）
●大株主

9

会社概要（2023年3月31日現在）
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三菱化工機アドバンス株式会社※1

本社・大川事務所
〒210-8560 川崎市川崎区大川町2番1号
TEL 044-355-7411

本社事務所
〒212-0013 川崎市幸区堀川町580番地 ソリッドスクエア東館
TEL 044-355-7411

事業内容：�各種プラント・環境装置の設計、製造、建設、 
アフターサービス、メンテナンス、維持管理、 
環境測定、人材派遣等

化工機商事株式会社※1

〒210-8560 川崎市川崎区大川町2番1号
TEL 044-355-6931
事業内容：�各種機械販売、建材薬剤販売、厚生サービス、 

保険

MKK Asia Co., Ltd.※1

タイ王国　バンコク市
事業内容：�東南アジア地域におけるプラント設備の設計、 

機材調達、建設、メンテナンス、改造工事

MKK EUROPE B.V.※1

オランダ王国　アムステルフェーン市
事業内容：�欧州における船舶機器装置及び部品の販売並び

に保守、補修等サービス業務

菱化機械技術（上海）有限公司※2

中国　上海市
事業内容：�中国におけるSJ・OPその他舶用機器装置、各 

種分離機及び部品の販売、技術支援並びに保守、
修理等サービス業務

本 社 〒210-8560
川崎市川崎区大川町2番1号
TEL 044-333-5354

本社事務所 〒212-0013
川崎市幸区堀川町580番地 ソリッドスクエア東館

（本社総合受付：TEL 044-333-5354）

大 阪 支 社 〒541-0042
大阪市中央区今橋二丁目5番8号 トレードピア淀屋橋
TEL 06-6231-8001

九 州 支 店 〒812-0053
福岡市東区箱崎四丁目5番2号 ラ・トゥール箱崎宮前
TEL 092-633-3592

沖 縄 支 店 〒900-0006
沖縄県那覇市おもろまち二丁目5番37号 おもろまちPALMA
TEL 098-868-7675

川 崎 
製 作 所

〒210-8560
川崎市川崎区大川町2番1号
TEL 044-333-5386

鹿 島 工 場 〒314-0255
茨城県神栖市砂山8番地
TEL 0479-46-1151

四日市事業所 〒510-0875
三重県四日市市大治田三丁目3番48号
TEL 059-349-3601

海 外 支 店 台湾

海外営業所 マレーシア

海外駐在員事務所 インドネシア

ネットワーク（2023年6月29日現在）
関連会社 ※1は、連結子会社を示しております。

※2は、非連結子会社を示しております。
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（本　　　社）〒210-8560　川崎市川崎区大川町2番1号
（本社事務所）〒212-0013　川崎市幸区堀川町580番地 ソリッドスクエア東館
電話：044-333-5354
ホームページアドレス：https://www.kakoki.co.jp

株式に関するお手続きのご案内
1．�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管

理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せくだ
さい。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関と
なっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、
三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

株式に関する『マイナンバー制度』のご案内
株式等の税務関係のお手続きに関しましては、マイナンバーのお届出が必要です。お届出をされていな 
い株主様におかれましては、お取引のある証券会社等へマイナンバーのお届出をお願いします。
■�株式関係業務におけるマイナンバーの利用
　�法令に定められた通り、支払調書には株主様のマイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

主な支払調書 ●配当金に関する支払調書
●単元未満株式の買取請求など株式の譲渡取引に関する支払調書

■�上記に関するお問合わせ先
・証券口座にて株式を管理されている株主様
　お取引の証券会社までお問合わせください。
・証券会社とのお取引がない株主様
　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　電話：0120-232-711（通話料無料）

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
株 主 確 定 日 定時株主総会、期末配当金    3月31日

中間配当金                           9月30日
定 時 株 主 総 会 6月下旬
公 告 方 法 電子公告により行う

公告掲載URL　https://www.kakoki.co.jp
（但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。）

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1　電話：0120-232-711（通話料無料）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株式事務のご案内
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